
［一般会計］ 　　　　　　　　　　　　　　                              　　     　　　　　　　　単位：千円

事　業　名 金額 説　　明

給与改定

各 課

河川伐木による緩衝帯整備
（クマ緊急対策）
（単独公共事業）

河 川 課

公の施設に係る指定管理者
における物価高騰対策支援
金

（ 総 ） 総 務 課

（新規）
教員給与特別措置法の改正
等に係る教員の処遇改善

管 理 課
学 校 人 事 課

院内保育施設運営費補助

医 務 課

令和７年度１１月補正予算　主要事業一覧

6,038,503

○人事委員会勧告等に基づく給与改定による増額。

(1)一般職
　①月例給
　・給料表の引上げ（平均改定率3.2％）など
　②特別給（ボーナス）
　・期末・勤勉手当の引上げ（+0.05月、4.6月→4.65月）
(2)知事等特別職
　・期末手当の引上げ（+0.05月、3.45月→3.5月）

143,666

〇公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置
法（教員給与特別措置法）の改正等による増額。

［改正内容］
・教職調整額の引上げ
　　４％→５％（R12年度までに段階的に10％に改善）
・管理職の本給の加算
　　月額＋4,000円
・学級担任への義務教育等教員特別手当の加算
　　月額＋3,000円
・義務教育等教員特別手当の見直し
　　本給の1.5％→1.0％

26,576

〇国標準単価（補助基準額）が改定されたことから、当初予算額
との差額を補正。

　・当初予算額　　　　 89,308千円
　・単価改定後所要額　115,884千円
　・11月補正予算額　　 26,576千円

［制度概要］
・子どもを持つ病院職員の離職防止と再就職促進を図るため、院
内に保育施設を設置する事業者（病院・診療所）に対し、保育士
等職員の人件費を補助。
・補助対象施設（R7）　30施設

308,000

〇クマ対策の緊急的措置として、山沿いの市街地で「人身被害の
発生」した地域や「クマの出没が複数回目撃」されている地域の
河川において、緩衝帯を整備。

［実施予定河川］
　・利根川（沼田市２か所、みなかみ町１か所）
　・碓氷川（安中市１か所）

52,346

〇燃料費の高騰により、指定管理者制度を導入する県有施設にお
ける電気料金等に不足が見込まれるため支援金を交付。

・指定管理施設　16施設



事　業　名 金額 説　　明

看護師等養成所運営費補助

医 務 課

生活保護（生活保護費等支
給）

地 域 福 祉 課

指定管理者の指定に伴う協
定の締結

地 域 創 生 部

環 境 森 林 部

農 政 部

県 土 整 備 部

中小企業向けゼロ県債

環 境 森 林 部

県 土 整 備 部

敷島公園新水泳場整備運営
事業契約

都 市 整 備 課

［2,000,000］

○年度末から年度初めにかけての公共事業端境期対策として、来
年度予算の前倒し発注を行う「ゼロ県債（本年度分の支出がゼロ
の債務負担行為）」を活用し、中小企業への発注量を確保。

・環境森林部：  200,000千円
・県土整備部：1,800,000千円

［13,000］

○物価変動により経費が増額となったことから、追加の債務負担
行為を設定。

・現契約額　230.3億円
・契約期間　令和25年度まで

※令和7年度分の増額は既決予算で対応。令和8年度以降支出分
　について今回債務負担行為を設定。

〇国標準単価（補助基準額）が改定されたことから、当初予算額
との差額を補正。

　・当初予算額　　　　220,914千円
　・単価改定後所要額　229,900千円
　・11月補正予算額　　  8,986千円

［制度概要］
・看護師等養成所の運営の適正化や質の高い看護職員の養成・確
保のため、養成所運営費のうち、教員人件費や事務局経費等を対
象に補助。
・補助対象施設（R7）　15校

［1,447,369］

○以下の施設について、令和８年度以降の協定締結のための債務
負担行為を設定。

①県立自然史博物館附帯ホール　    　　68,739千円（R8～10）
②大沼キャンプフィールド及び
　赤城ビジターセンター　　　       　150,000千円（R8～17）
③おうらの森  　　　　　　　　　　 　 76,765千円（R8～12）
④県立日本絹の里　　　　　           550,900千円（R8～12）
⑤観音山ファミリーパーク　　     　  407,785千円（R8～12）
⑥多々良沼公園 　　　　　　　　　　　193,180千円（R8～12）

8,986

173,704

〇生活保護受給者の増加により、町村部の被保護者に支給する生
活保護費の予算が不足する見込みのため、増額。

　・当初予算額　　　2,752,378千円
　・年間支給見込額　2,926,082千円
　・11月補正予算額　　173,704千円

債務負担行為

債務負担行為

債務負担行為



［企業会計］ 　　　　　　　　　　　　　　                              　　     　　　　　　　　単位：千円

事　業　名 金額 説　　明

給与改定

各 課

890,971

○人事委員会勧告等に基づく給与改定による増額。

(1)一般職
　①月例給
　・給料表の引上げ（平均改定率3.2％）など
　②特別給（ボーナス）
　・期末・勤勉手当の引上げ（+0.05月、4.6月→4.65月）
(2)特別職
　・期末手当の引き上げ（+0.05月、3.45月→3.5月）


